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(7) 総合評価 

これまでの結果について、現在実用されている高耐

久 As が有している性状を基準にし、小粒径 As の耐久

性に対する評価をすると表-5に示すとおりとなる。 

なお、表中における記号はそれぞれ下記に示すよう

な基準をもとに評価をしている。また、ここでの評価

はあくまでも今回の試験結果のみによっていることに

注意願いたい。 

◎：高耐久Asに比べ性状が優っている 

○：高耐久Asと同程度 

△：高耐久Asに比べ性状がやや劣っている 

これによると、わだち掘れに対する耐流動性や交差

点等でのねじり骨材飛散抵抗性については小粒径As-A

が、また骨材飛散抵抗性やチェーン走行に対する耐摩

耗性については小粒径As-B、小粒径As-Cが高耐久As 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

より優っていることが分かる。 

 

5. まとめ 

高耐久性を目指して開発されている小粒径Asの4種

類の製品を二層式の表層の上層に適用することを想定

し、現在実用されている高耐久 As と比較したところ、

対象とした耐久性のすべての性状で高耐久 As を上回

る小粒径Asは確認できなかったものの、各々の個別の

性状では優っていることが確認できた。また、この小

粒径 As を現行型である一層式の表層に適用すること

についても層の厚さの不明瞭点はあるものの効果を有

していることが確認できた。 

特に低騒音舗装での破損は骨材飛散やチェーン装着

での走行によるすり減りが大半であることが分かって

おり、小粒径Asはこれらに対する抵抗性（骨材飛散抵

抗性、耐摩耗性）も高いことが確認できた。 

小粒径Asは一部ですでに現道への適用が図られ、良

好な供用状態が保たれているとの報告 9)もあることか

ら、今後はさらなる調査検討を進め、二層式だけでな

く一層式への適用も含めて、都道への実用化を目指し

ていきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-19 すり減り量 
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5. 都道に適用されている二層式低騒音舗装の騒音抑制性能 
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1. はじめに 

東京都（以下、都という）は、“今後の道路舗装整備

（車道）の進め方（2004年 3月 19日 東京都技監 決

定）”いわゆる“車道舗装体系”1)を設定し、それまで

夜間要請限度超過区間 2),3)に適用していた低騒音舗装

を夜間環境基準超過区間に拡大適用することとした

4),5),6)。さらに、それまでの検証結果に基づき、さらな

る騒音抑制性能を有する「二層式低騒音舗装(車道)設

計施工要領(案)」7)を作成、2005年 3月に局基準化し、

2005 年 4 月より、都内主要幹線道路である環状七号

線や環状八号線など優先的対策道路区間 8)に適用して

いる。 

 本文は、道路管理部所管事業である路面補修工事

（2005～2015 年度）による二層式低騒音舗装（以下、

二層低騒音という）の施工品質管理、および都土木技

術支援・人材育成センター（以下、センターという）

による二層低騒音の追跡調査において調査蓄積してき

た騒音値を基礎とし、沿道騒音を抑制させることを目

的として開発し導入してきた二層低騒音の現時点にお

ける騒音抑制性能を整理・検証・再評価した結果を報

告するものである。 

なお、本調査結果は、「低騒音舗装の設計施工と維持

補修に関する要領（センター案）」の改訂のための基礎

資料とするものである。 

 

2. 導入の経緯と実績 

 (1) 導入経緯 

 都における騒音抑制性能を有する舗装に関する導入

経緯は図－1のとおりであり、従来からの騒音抑制性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－1 都における騒音抑制性能をもつ舗装の導入経緯 

 

能を有する舗装である 13mmtop 低騒音舗装（以下、一

層低騒音という）は1995年度本格導入後21年経過し、

その後導入した二層低騒音は 2005 年度本格導入後 11

年経過している。 

 (2) 導入実績 

　1987～1994年度 　低騒音舗装に関する調査検証

　1995年度～

　一層低騒音舗装　実道に本格導入開始
　導入路線（当初）
　「幹線道路の沿道整備に関する法律
　　　　　　　　　　　　　（沿道法）」
　で指定された都道

　1996年3月
　一層低騒音舗装
　局道路工事設計基準に基準化

　1996年8月～
　一層低騒音舗装　導入路線の拡大
　夜間要請限度超過区間を加える

　1998～2003年度 　二層低騒音舗装に関する調査検証

　2004年3月
　「今後の道路舗装整備（車道）の進め方
　　　　　　　　　　　　（都技監決定）」
　車道舗装体系の策定、公表

　2004年4月～
　一層低騒音舗装　導入路線の更なる拡大
　夜間要請限度超過区間 → 環境基準超過区間

　2005年3月
　二層低騒音舗装
　局道路工事設計基準に基準化

　2005年4月

　二層低騒音舗装　実道での本格導入開始
　導入路線
　東京都道路沿道環境対策検討会
　（事務局：環境局）で指定された
　優先的対策道路区間（都道部分）

二層低騒音舗装
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二層低騒音の本格導入を開始した 2005 年度から

2014年度までの10年間の施工実績（重複箇所を含む）

は、施工延長が図－2、施工面積が図－3に示すとおり

である。なお、表－1 は、二層低騒音の適用対象とし

ている優先的対策道路区間の対象路線と対策延長であ

る 8)。 

① 施工延長は、2014年度までの10年間で、累計65km

余りである。 

② 施工面積は、2014年度までの10年間で、累計780

千㎡余りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－2 二層低騒音の施工延長 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3 二層低騒音の施工面積 

 

表－1 都知事管理道路の優先的対策道路区間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 調査概要 

(1)  騒音抑制性能の評価指標 

騒音抑制性能の評価指標は、タイヤと舗装路面の接

触により発生するタイヤ/路面騒音とした。 

タイヤ/路面騒音は、センター（正確には、旧・都土

木技術研究所）が検証・導入してきた特殊タイヤを装

着したタイヤ/路面騒音測定車によるタイヤ/路面騒音

であり、路面補修工事の施工品質管理およびセンター

の追跡調査で適用している騒音抑制性能の指標である。

また、国土交通省直轄国道における騒音値を性能要件

とした性能規定発注方式の工事において適用されてい

る 9)。 

 (2) タイヤ/路面騒音 

 1) 測定車 

 タイヤ/路面騒音を測定する測定車を写真－1に、測

定部を写真－2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真－1 タイヤ/路面騒音測定車の全景 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真－2 タイヤ/路面騒音測定車の測定部 

対象路線 対策延長
（km）

　環状七号線 55.0

　環状八号線 25.7

　笹目通り 3.7

　目白通り・新目白通り 9.8

　中原街道 5.0

　目黒通り 5.4

　甲州街道 9.0

計 113.6

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

累
積
施
工
延

長
（
km
）

施
工
延
長

（
km
）

施工年度（年度）

施工延長

累計（km）

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

0

20

40

60

80

100

120

140

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

累
積
施

工
面
積
（

千
㎡
）

施
工

面
積
（
千
㎡

）

施工年度（年度）

施工面積

累計（千㎡）

3 
 

写真－2に示す試験輪である特殊タイヤより発生す

るタイヤ/路面騒音は30～60km/h程度での測定が可能

であり、また、市販リブタイヤに比べ広い周波数範囲

で音圧レベル差が増幅されるので、街路における舗装

路面に対して発生するタイヤ/路面騒音の変化を比較

するのに適している。 

2) 測定方法 

 測定は、舗装性能評価法（（社）日本道路協会）の「騒

音値を求めるための舗装路面騒音測定車によるタイヤ

/路面騒音測定方法」9)を基本とし、表－2 に示す測定

条件により実施している。 

① 測定する車線の全延長を対象に、測定車を一定速

度で走行（写真－3）させ、舗装路面に対して特殊タイ

ヤを 2.45kN の荷重でかけて発生するエアポンピング

音（特殊タイヤ音）をタイヤ近接部に設置した単一指

向性マイクロフォン（写真－2）で捉え、データレコー

ダに記録。 

② タイヤ/路面騒音は各3回測定を行い、再現性を確

認し、解析。 

③ タイヤ/路面騒音は、周波数重み特性A、時間重み

特性Fastの音圧レベルである。 

④ 測定したタイヤ/路面騒音は、対象区間の約 100m

ごとに 0.1 秒間隔でサンプリングし、サンプリングし

た全データをエネルギー平均した等価騒音レベル

（LAeq）により解析。 

3) 整理データ 

① 2005～2015 年度に施工された二層低騒音施工箇

所の品質管理タイヤ/路面騒音データ。 

② 2008～2011年度に施工された一層低騒音施工箇所

の品質管理タイヤ/路面騒音データ。 

③ センターによるタイヤ/路面騒音の追跡調査デー

タ。 

4) 検証項目 

① 施工直後のタイヤ/路面騒音 

・ 施工完了時期の違いによる二層低騒音タイヤ/路面

騒音の比較 

・ 二層低騒音と一層低騒音のタイヤ/路面騒音の比較 

・ 二層低騒音工法の違いによるタイヤ／路面騒音の

比較 

② タイヤ/路面騒音の経年推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真－3 タイヤ/路面騒音測定車の測定状況 

 

表－2 タイヤ/路面騒音の測定条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 二層低騒音タイヤ/路面騒音のオールパスレベル

（以下、APレベルという）の経年推移 

・ 二層低騒音タイヤ/路面騒音の周波数特性の経年

推移 

 

4. 調査結果 

(1) 施工直後のタイヤ/路面騒音 

 1) 施工完了時期別の比較 

2005から 2015年度の間の路面補修工事により施工

された二層低騒音の施工直後タイヤ/路面騒音（すな

わち、騒音抑制の初期効果）を対象として、施工完了

時期の違いによる施工直後タイヤ/路面騒音について

整理した。なお、比較のため、一層低騒音の施工直後

タイヤ/路面騒音も整理した。 
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図－3 二層低騒音の施工面積 

 

表－1 都知事管理道路の優先的対策道路区間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 調査概要 

(1)  騒音抑制性能の評価指標 

騒音抑制性能の評価指標は、タイヤと舗装路面の接

触により発生するタイヤ/路面騒音とした。 

タイヤ/路面騒音は、センター（正確には、旧・都土

木技術研究所）が検証・導入してきた特殊タイヤを装

着したタイヤ/路面騒音測定車によるタイヤ/路面騒音

であり、路面補修工事の施工品質管理およびセンター

の追跡調査で適用している騒音抑制性能の指標である。

また、国土交通省直轄国道における騒音値を性能要件

とした性能規定発注方式の工事において適用されてい

る 9)。 

 (2) タイヤ/路面騒音 

 1) 測定車 

 タイヤ/路面騒音を測定する測定車を写真－1に、測

定部を写真－2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真－1 タイヤ/路面騒音測定車の全景 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真－2 タイヤ/路面騒音測定車の測定部 

対象路線 対策延長
（km）

　環状七号線 55.0

　環状八号線 25.7

　笹目通り 3.7

　目白通り・新目白通り 9.8

　中原街道 5.0

　目黒通り 5.4

　甲州街道 9.0

計 113.6

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

累
積
施
工
延

長
（
km
）

施
工
延
長

（
km
）

施工年度（年度）

施工延長

累計（km）

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

0

20

40

60

80

100

120

140

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

累
積
施

工
面
積
（

千
㎡
）

施
工

面
積
（
千
㎡

）

施工年度（年度）

施工面積

累計（千㎡）

3 
 

写真－2に示す試験輪である特殊タイヤより発生す

るタイヤ/路面騒音は30～60km/h程度での測定が可能

であり、また、市販リブタイヤに比べ広い周波数範囲

で音圧レベル差が増幅されるので、街路における舗装

路面に対して発生するタイヤ/路面騒音の変化を比較

するのに適している。 

2) 測定方法 

 測定は、舗装性能評価法（（社）日本道路協会）の「騒

音値を求めるための舗装路面騒音測定車によるタイヤ

/路面騒音測定方法」9)を基本とし、表－2 に示す測定

条件により実施している。 

① 測定する車線の全延長を対象に、測定車を一定速

度で走行（写真－3）させ、舗装路面に対して特殊タイ

ヤを 2.45kN の荷重でかけて発生するエアポンピング

音（特殊タイヤ音）をタイヤ近接部に設置した単一指

向性マイクロフォン（写真－2）で捉え、データレコー

ダに記録。 

② タイヤ/路面騒音は各3回測定を行い、再現性を確

認し、解析。 

③ タイヤ/路面騒音は、周波数重み特性A、時間重み

特性Fastの音圧レベルである。 

④ 測定したタイヤ/路面騒音は、対象区間の約 100m

ごとに 0.1 秒間隔でサンプリングし、サンプリングし

た全データをエネルギー平均した等価騒音レベル

（LAeq）により解析。 

3) 整理データ 

① 2005～2015 年度に施工された二層低騒音施工箇

所の品質管理タイヤ/路面騒音データ。 

② 2008～2011年度に施工された一層低騒音施工箇所

の品質管理タイヤ/路面騒音データ。 

③ センターによるタイヤ/路面騒音の追跡調査デー

タ。 

4) 検証項目 

① 施工直後のタイヤ/路面騒音 

・ 施工完了時期の違いによる二層低騒音タイヤ/路面

騒音の比較 

・ 二層低騒音と一層低騒音のタイヤ/路面騒音の比較 

・ 二層低騒音工法の違いによるタイヤ／路面騒音の

比較 

② タイヤ/路面騒音の経年推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真－3 タイヤ/路面騒音測定車の測定状況 

 

表－2 タイヤ/路面騒音の測定条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 二層低騒音タイヤ/路面騒音のオールパスレベル

（以下、APレベルという）の経年推移 

・ 二層低騒音タイヤ/路面騒音の周波数特性の経年

推移 

 

4. 調査結果 

(1) 施工直後のタイヤ/路面騒音 

 1) 施工完了時期別の比較 

2005から 2015年度の間の路面補修工事により施工

された二層低騒音の施工直後タイヤ/路面騒音（すな

わち、騒音抑制の初期効果）を対象として、施工完了

時期の違いによる施工直後タイヤ/路面騒音について

整理した。なお、比較のため、一層低騒音の施工直後

タイヤ/路面騒音も整理した。 
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図－4に二層低騒音と一層低騒音の施工完了時期別

施工直後タイヤ/路面騒音 APレベル、表－3に二層低

騒音と一層低騒音の施工直後タイヤ/路面騒音APレベ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ル基本統計量、図－5に2005-2015 年度の二層低騒音

の施工完了年度別施工直後タイヤ/路面騒音 APレベ

ルを示す。 
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 [図の説明] 

 a) 図－4は、2005～2015 年度の二層低騒音 134サンプル、2003年度以前および 2008～2011 年度の一層低騒音 140

サンプルによる施工完了時期別施工直後タイヤ/路面騒音 APレベル。 

b) 図－4の縦軸は施工直後タイヤ/路面騒音 APレベル、横軸は施工完了時期。 

c) 図－4における○マークが、2005～2015 年度における二層低騒音の施工直後タイヤ/路面騒音 APレベル。 

d) 図－4における×マークは、2003年度以前に計測した一層低騒音の施工直後タイヤ/路面騒音APレベル。 

e) 図－4における＋マークは、2008～2011 年度における遮熱材塗布前遮熱性舗装の母体アスファルト舗装（す

なわち、一層低騒音）の施工直後タイヤ/路面騒音 APレベル。 

図－4 二層低騒音と一層低騒音の施工完了時期別施工直後タイヤ/路面騒音 APレベル 

表－3 二層低騒音と一層低騒音の施工直後タイヤ/路面騒音 APレベルの基本統計量 

注) 表－3における二層低 MAP工法および二層低 DL工法は、表－6に示すとおり。 

遮熱母体一層低
(遮熱材塗布前)
2008-2011年度

遮熱
(遮熱材塗布後)
2008-2011年度

過去一層低
2003年度以前

過去一層低
2003年度以前

＋
遮熱母体一層低
2008-2011年度

二層低
2005-2015年度

二層低
MAP工法

2005-2015年度

二層低
DL工法

2005-2015年度

　サンプル数 122 122 18 140 134 87 47

　平均値（dB） 89.3 88.8 89.2 89.3 87.9 88.0 87.9

　不偏分散 0.49 0.38 1.09 0.56 1.27 1.03 1.74

　標本標準偏差（dB） 0.7 0.6 1.0 0.7 1.1 1.0 1.3

　中央値（dB） 89.1 88.7 89.1 89.1 88.1 88.0 88.1

　最頻値（dB） 89.0 88.5 89.5 88.8 88.5 88.5 88.5

　範囲（dB） 4.7 3.8 3.8 5.0 6.0 5.4 5.4

　最小値（dB） 88.0 87.7 87.7 87.7 84.8 85.4 84.8

　最大値（dB） 92.7 91.5 91.5 92.7 90.8 90.8 90.2

　変動係数 0.008 0.007 0.012 0.008 0.013 0.012 0.015

　　　　　　対象とする舗装

　基本統計量

二層低騒音一層低騒音
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① 図－4および表－3より、本格施工開始2005年度

から2015年度までの二層低騒音134サンプルによる施

工直後タイヤ/路面騒音は、平均値 87.9 dB（標本標

準偏差 1.1 dB）である。また、最小値は84.8 dB 、

最大値は 90.8 dB である。 

② 2003 年度以前に計測されている一層低騒音 18サ

ンプルの施工直後タイヤ/路面騒音の APレベルは、平

均値 89.2 dB（標本標準偏差 1.0 dB）である。また、

最小値は 87.7 dB 、最大値は 91.5 dB である。 

③ 図－4および表－3より、2008～2011 年度の遮熱

材塗布前遮熱性舗装の母体アスファルト舗装（すなわ

ち、一層低騒音）122サンプルの施工直後タイヤ/路

面騒音は、平均値 89.3 dB（標本標準偏差 0.7 dB）で

ある。また、最小値は 88.0 dB 、最大値は 92.7 dB で

ある。 

④ 図－4および表－3より、2008～2011 年度の遮熱

材塗布後一層低騒音（すなわち、遮熱性舗装）122サ

ンプルの施工直後タイヤ/路面騒音は、平均値 88.8 dB

（標本標準偏差 0.6 dB）である。また、最小値は 87.7 

dB 、最大値は 91.5 dB である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 図－4および表－3より、2003 年度以前の一層低

騒音および 2008～2011 年度の遮熱材塗布前遮熱性舗

装の母体アスファルト舗装（すなわち、一層低騒音）

140サンプルの施工直後タイヤ/路面騒音は、平均値

89.3 dB（標本標準偏差 0.7 dB）である。また、最小

値は 87.7 dB 、最大値は 92.7 dB である。 

⑥ なお、②と③より、2003 年度以前の一層低騒音

のタイヤ/路面騒音 APレベル平均値と2008～2011 年

度の遮熱材塗布前遮熱性舗装の母体アスファルト舗

装（すなわち、一層低騒音）の施工直後タイヤ/路面

騒音 APレベル平均値には、表－4に示すとおり、生

起確率0.376（片側）、0.753（両側）で有意な差（Student

の t検定）は認められない。すなわち、両者の騒音抑

制効果には、差は認められない。 

⑦ 図－5において、二層低騒音 1(2005 年度)～3

（2007 年度）にかけて、平均的な施工直後タイヤ/路

面騒音APレベルが大きく上下しているが、2005～2015

年度を通して、施工直後タイヤ/路面騒音 APレベルの

施工完了時期の違いによる有意な差は認められない。 
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 [図の説明] 

a) 図－5は、2005～2015年度の二層低騒音134サンプルによる施工完了年度別の施工直後タイヤ/路面騒音。 

b) 図－5の縦軸は施工直後タイヤ/路面騒音 APレベル（dB）、横軸は施工完了年度。 

c) 図－5の横軸は、「本格施工初年度(2005 年度)＝1」～「2015 年度＝11」としている。 

図－5 二層低騒音の施工完了年度別施工直後タイヤ/路面騒音 APレベル 
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図－4に二層低騒音と一層低騒音の施工完了時期別

施工直後タイヤ/路面騒音 APレベル、表－3に二層低

騒音と一層低騒音の施工直後タイヤ/路面騒音APレベ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ル基本統計量、図－5に2005-2015 年度の二層低騒音

の施工完了年度別施工直後タイヤ/路面騒音 APレベ

ルを示す。 
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 [図の説明] 

 a) 図－4は、2005～2015 年度の二層低騒音 134サンプル、2003年度以前および 2008～2011 年度の一層低騒音 140

サンプルによる施工完了時期別施工直後タイヤ/路面騒音 APレベル。 

b) 図－4の縦軸は施工直後タイヤ/路面騒音 APレベル、横軸は施工完了時期。 

c) 図－4における○マークが、2005～2015 年度における二層低騒音の施工直後タイヤ/路面騒音 APレベル。 

d) 図－4における×マークは、2003年度以前に計測した一層低騒音の施工直後タイヤ/路面騒音APレベル。 

e) 図－4における＋マークは、2008～2011 年度における遮熱材塗布前遮熱性舗装の母体アスファルト舗装（す

なわち、一層低騒音）の施工直後タイヤ/路面騒音 APレベル。 

図－4 二層低騒音と一層低騒音の施工完了時期別施工直後タイヤ/路面騒音 APレベル 

表－3 二層低騒音と一層低騒音の施工直後タイヤ/路面騒音 APレベルの基本統計量 

注) 表－3における二層低 MAP工法および二層低 DL工法は、表－6に示すとおり。 

遮熱母体一層低
(遮熱材塗布前)
2008-2011年度

遮熱
(遮熱材塗布後)
2008-2011年度

過去一層低
2003年度以前

過去一層低
2003年度以前

＋
遮熱母体一層低
2008-2011年度

二層低
2005-2015年度

二層低
MAP工法

2005-2015年度

二層低
DL工法

2005-2015年度

　サンプル数 122 122 18 140 134 87 47

　平均値（dB） 89.3 88.8 89.2 89.3 87.9 88.0 87.9

　不偏分散 0.49 0.38 1.09 0.56 1.27 1.03 1.74

　標本標準偏差（dB） 0.7 0.6 1.0 0.7 1.1 1.0 1.3

　中央値（dB） 89.1 88.7 89.1 89.1 88.1 88.0 88.1

　最頻値（dB） 89.0 88.5 89.5 88.8 88.5 88.5 88.5

　範囲（dB） 4.7 3.8 3.8 5.0 6.0 5.4 5.4

　最小値（dB） 88.0 87.7 87.7 87.7 84.8 85.4 84.8

　最大値（dB） 92.7 91.5 91.5 92.7 90.8 90.8 90.2

　変動係数 0.008 0.007 0.012 0.008 0.013 0.012 0.015

　　　　　　対象とする舗装

　基本統計量

二層低騒音一層低騒音
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① 図－4および表－3より、本格施工開始2005年度

から2015年度までの二層低騒音134サンプルによる施

工直後タイヤ/路面騒音は、平均値 87.9 dB（標本標

準偏差 1.1 dB）である。また、最小値は84.8 dB 、

最大値は 90.8 dB である。 

② 2003 年度以前に計測されている一層低騒音 18サ

ンプルの施工直後タイヤ/路面騒音の APレベルは、平

均値 89.2 dB（標本標準偏差 1.0 dB）である。また、

最小値は 87.7 dB 、最大値は 91.5 dB である。 

③ 図－4および表－3より、2008～2011 年度の遮熱

材塗布前遮熱性舗装の母体アスファルト舗装（すなわ

ち、一層低騒音）122サンプルの施工直後タイヤ/路

面騒音は、平均値 89.3 dB（標本標準偏差 0.7 dB）で

ある。また、最小値は 88.0 dB 、最大値は 92.7 dB で

ある。 

④ 図－4および表－3より、2008～2011 年度の遮熱

材塗布後一層低騒音（すなわち、遮熱性舗装）122サ

ンプルの施工直後タイヤ/路面騒音は、平均値 88.8 dB

（標本標準偏差 0.6 dB）である。また、最小値は 87.7 

dB 、最大値は 91.5 dB である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 図－4および表－3より、2003 年度以前の一層低

騒音および 2008～2011 年度の遮熱材塗布前遮熱性舗

装の母体アスファルト舗装（すなわち、一層低騒音）

140サンプルの施工直後タイヤ/路面騒音は、平均値

89.3 dB（標本標準偏差 0.7 dB）である。また、最小

値は 87.7 dB 、最大値は 92.7 dB である。 

⑥ なお、②と③より、2003 年度以前の一層低騒音

のタイヤ/路面騒音 APレベル平均値と2008～2011 年

度の遮熱材塗布前遮熱性舗装の母体アスファルト舗

装（すなわち、一層低騒音）の施工直後タイヤ/路面

騒音 APレベル平均値には、表－4に示すとおり、生

起確率0.376（片側）、0.753（両側）で有意な差（Student

の t検定）は認められない。すなわち、両者の騒音抑

制効果には、差は認められない。 

⑦ 図－5において、二層低騒音 1(2005 年度)～3

（2007 年度）にかけて、平均的な施工直後タイヤ/路

面騒音APレベルが大きく上下しているが、2005～2015

年度を通して、施工直後タイヤ/路面騒音 APレベルの

施工完了時期の違いによる有意な差は認められない。 
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 [図の説明] 

a) 図－5は、2005～2015年度の二層低騒音134サンプルによる施工完了年度別の施工直後タイヤ/路面騒音。 

b) 図－5の縦軸は施工直後タイヤ/路面騒音 APレベル（dB）、横軸は施工完了年度。 

c) 図－5の横軸は、「本格施工初年度(2005 年度)＝1」～「2015 年度＝11」としている。 

図－5 二層低騒音の施工完了年度別施工直後タイヤ/路面騒音 APレベル 
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表－4 2003 年度以前一層低騒音と遮熱母体一層低騒音 

  の施工直後タイヤ/路面騒音 APレベルの有意差 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2) 二層低騒音と一層低騒音の施工直後騒音抑制

効果の比較 

二層低騒音および一層低騒音に対する施工直後タ

イヤ/路面騒音APレベルのヒストグラムを図－6に示

す。表－5は、二層低騒音と一層低騒音の施工直後タ

イヤ/路面騒音 APレベルの有意差の検定（Melch の t

検定）の結果である。 

① 図－6、表－3より、本格施工開始2005年度から

2015年度までの二層低騒音134サンプルの施工直後タ

イヤ/路面騒音 APレベルは、平均値 87.9 dB（標本標

準偏差 1.1 dB）である。また、最小値は84.8 dB 、

最大値は 90.8 dB である。 

② 同様に、2003 年度以前の一層低騒音および 2008

～2011 年度の遮熱材塗布前遮熱性舗装の母体アスフ

ァルト舗装（すなわち、一層低騒音）140サンプルの

施工直後タイヤ/路面騒音APレベルは、平均値89.3 dB

（標本標準偏差 0.7 dB）である。また、最小値は 87.7 

dB 、最大値は 92.7 dB である。 

③ ①と②より、二層低騒音の施工直後タイヤ/路面

騒音 APレベル平均値 87.9 dB は、一層低騒音の施工

直後タイヤ/路面騒音 APレベル平均値89.3dBを 1.4 

dB 下回っている。 

④ 図－6における累積相対頻度に注目すると、二 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 [図の説明] 

a) 図－6の横軸は施工直後タイヤ/路面騒音 APレベル

（dB）、左側縦軸は頻度、右側縦軸は累計相対頻度。 

b) 図－6において、上段は 2005～2015 年度の二層低騒

音 134サンプル、下段は 2003年度以前の一層低騒音お

よび2008～2011年度の遮熱材塗布前遮熱性舗装の母体

アスファルト舗装（すなわち、一層低騒音）140サンプ

ルのヒストグラム。 

図－6 二層低騒音と一層低騒音 施工直後タイヤ/路面 

騒音 APレベルのヒストグラム 

 

表－5 二層低騒音と一層低騒音の施工直後タイヤ/路面 

騒音 APレベルの有意差（Melch の t検定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

層低騒音は 87 dB までで 0.21、88 dB までで 0.49、

89 dB までで 0.87 である。 

図－1　二層式低騒音舗装タイヤ/路面騒音のhistogram（2005-2015年度施工）
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⑤ 同様に、一層低騒音は 87 dB までで累積相対頻

度 0、88 dB までで 0.02、89 dB までで 0.49 である。 

⑥ 以上の計測結果に対する、二層低騒音と一層低

騒音の施工直後タイヤ/路面騒音 APレベル平均値の

差についての統計的検定（Melch の t検定）結果は、

表－5に示すとおり、t値＝11.50 ＞ t0.01;230＝2.60 で

あり、高度に有意な差が認められる。したがって、二

層低騒音は、一層低騒音より騒音抑制効果を有すると

評価する。 

3) 二層低騒音工法別の比較 

都における二層低騒音は、「二層式低騒音舗装(車

道)設計･施工要領（案）」10)において二層を同時に舗

設する工法としている。本工法は、2種類の混合物を

貯蔵するための2組のホッパ、それぞれ敷きならすた

めの2組のスクリードを装備した二層同時舗設式アス

ファルトフィニッシャを使用し、１回の施工で2種類

の混合物を上下層に分けて敷きならし、締固めて仕上

げるものである。二層同時舗設式アスファルトフィニ

ッシャには、表－6に示すとおり、MAP（Multi Asphalt 

Paver）（以下、MAP工法という）とDL（Dual Layers）

（以下、DL工法という）があり 11)、1998～2003 年度

試験施工は、全て MAP工法によるものである。2005 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度以降の実施工では、MAP工法だけではなく、DL工

法での施工も適用されている。そのため、MAP工法と

DL工法によるタイヤ/路面騒音の施工直後抑制効果の

差の有無を検証した。 

 

表－6 二層同時舗設アスファルトフィニッシャ 
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による施工

（　MAP工法　）

　ダンプトラックから
アスファルト混合物を
受けるホッパを装備。
　分配装置を介してベ
ルトコンベアにより、
アスファルト混合物を
貯蔵用ホッパに供給。

DLペーバ
Dual Layers
による施工

（　DL工法　）

　アスファルト混合物
を貯蔵用ホッパに投入
する材料供給機（アス
ファルトローダ）と二
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し機械（DLペーバ）の
編成。
　材料供給機は、荷受
用ホッパと投入用ベル
トコンベアを装備した
自走式車両。

 [図の説明] 

a) 図－7の縦軸は施工直後タイヤ/路面騒音 APレベル（dB）、横軸は施工完了時期。 

b) 図－7における○マークが、2005～2015 年度の MAP 工法による施工直後タイヤ/路面騒音 APレベル。 

c) 図－7における●マークが、2005～2015 年度の DL工法による施工直後タイヤ/路面騒音 APレベル。 

図－7 MAP 工法と DL工法 二層低騒音の施工完了時期別施工直後タイヤ/路面騒音APレベル 
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表－4 2003 年度以前一層低騒音と遮熱母体一層低騒音 
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2) 二層低騒音と一層低騒音の施工直後騒音抑制

効果の比較 

二層低騒音および一層低騒音に対する施工直後タ

イヤ/路面騒音APレベルのヒストグラムを図－6に示

す。表－5は、二層低騒音と一層低騒音の施工直後タ

イヤ/路面騒音 APレベルの有意差の検定（Melch の t

検定）の結果である。 

① 図－6、表－3より、本格施工開始2005年度から

2015年度までの二層低騒音134サンプルの施工直後タ

イヤ/路面騒音 APレベルは、平均値 87.9 dB（標本標

準偏差 1.1 dB）である。また、最小値は84.8 dB 、

最大値は 90.8 dB である。 

② 同様に、2003 年度以前の一層低騒音および 2008

～2011 年度の遮熱材塗布前遮熱性舗装の母体アスフ

ァルト舗装（すなわち、一層低騒音）140サンプルの

施工直後タイヤ/路面騒音APレベルは、平均値89.3 dB

（標本標準偏差 0.7 dB）である。また、最小値は 87.7 

dB 、最大値は 92.7 dB である。 

③ ①と②より、二層低騒音の施工直後タイヤ/路面

騒音 APレベル平均値 87.9 dB は、一層低騒音の施工

直後タイヤ/路面騒音 APレベル平均値89.3dBを 1.4 

dB 下回っている。 

④ 図－6における累積相対頻度に注目すると、二 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 [図の説明] 

a) 図－6の横軸は施工直後タイヤ/路面騒音 APレベル

（dB）、左側縦軸は頻度、右側縦軸は累計相対頻度。 

b) 図－6において、上段は 2005～2015 年度の二層低騒

音 134サンプル、下段は 2003年度以前の一層低騒音お

よび2008～2011年度の遮熱材塗布前遮熱性舗装の母体

アスファルト舗装（すなわち、一層低騒音）140サンプ

ルのヒストグラム。 

図－6 二層低騒音と一層低騒音 施工直後タイヤ/路面 

騒音 APレベルのヒストグラム 
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層低騒音は 87 dB までで 0.21、88 dB までで 0.49、

89 dB までで 0.87 である。 

図－1　二層式低騒音舗装タイヤ/路面騒音のhistogram（2005-2015年度施工）
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⑤ 同様に、一層低騒音は 87 dB までで累積相対頻

度 0、88 dB までで 0.02、89 dB までで 0.49 である。 

⑥ 以上の計測結果に対する、二層低騒音と一層低

騒音の施工直後タイヤ/路面騒音 APレベル平均値の

差についての統計的検定（Melch の t検定）結果は、

表－5に示すとおり、t値＝11.50 ＞ t0.01;230＝2.60 で

あり、高度に有意な差が認められる。したがって、二

層低騒音は、一層低騒音より騒音抑制効果を有すると

評価する。 

3) 二層低騒音工法別の比較 

都における二層低騒音は、「二層式低騒音舗装(車

道)設計･施工要領（案）」10)において二層を同時に舗

設する工法としている。本工法は、2種類の混合物を

貯蔵するための2組のホッパ、それぞれ敷きならすた

めの2組のスクリードを装備した二層同時舗設式アス

ファルトフィニッシャを使用し、１回の施工で2種類

の混合物を上下層に分けて敷きならし、締固めて仕上

げるものである。二層同時舗設式アスファルトフィニ

ッシャには、表－6に示すとおり、MAP（Multi Asphalt 

Paver）（以下、MAP工法という）とDL（Dual Layers）

（以下、DL工法という）があり 11)、1998～2003 年度

試験施工は、全て MAP工法によるものである。2005 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度以降の実施工では、MAP工法だけではなく、DL工

法での施工も適用されている。そのため、MAP工法と

DL工法によるタイヤ/路面騒音の施工直後抑制効果の

差の有無を検証した。 
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による施工
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する材料供給機（アス
ファルトローダ）と二
層同時舗設型敷きなら
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編成。
　材料供給機は、荷受
用ホッパと投入用ベル
トコンベアを装備した
自走式車両。

 [図の説明] 

a) 図－7の縦軸は施工直後タイヤ/路面騒音 APレベル（dB）、横軸は施工完了時期。 

b) 図－7における○マークが、2005～2015 年度の MAP 工法による施工直後タイヤ/路面騒音 APレベル。 

c) 図－7における●マークが、2005～2015 年度の DL工法による施工直後タイヤ/路面騒音 APレベル。 

図－7 MAP 工法と DL工法 二層低騒音の施工完了時期別施工直後タイヤ/路面騒音APレベル 
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 [図の説明] 

a) 図－8の横軸は施工直後タイヤ/路面騒音 APレベル

（dB）、左側縦軸は頻度、右側縦軸は累計相対頻度。 

b) 図－8において、上段は抽出全施工箇所（＝MAP工法

＋DL工法：134サンプル）、中段は MAP工法（87サンプ

ル）、下段は DL工法（47サンプル）のヒストグラム。 

図－8 MAP 工法と DL工法 施工直後タイヤ/路面騒音 

APレベルのヒストグラム 

 

MAP工法およびDL工法に対する施工直後タイヤ/路

面騒音 APレベルの施工完了時期別推移を図－7に、

施工直後タイヤ/路面騒音 APレベルのヒストグラム

を図－8に示す。表－7は、MAP工法とDL工法の施工

直後タイヤ/路面騒音 APレベルの有意差の検定

（Melch の t検定）の結果である。 

① 図－7、8、表－3より、本格施工開始2005年度か

ら2015年度までの二層低騒音134サンプルによる施工

直後タイヤ/路面騒音 APレベルは、平均値 87.9 dB（標

本標準偏差 1.1 dB）である。また、最小値は 84.8 dB 、

最大値は 90.8 dB である。 

② 同様に、MAP工法87サンプルの施工直後タイヤ/

路面騒音 APレベルは、平均値 88.0 dB（標本標準偏

差 1.0 dB）である。また、最小値は 85.4 dB 、最大 

表－7 MAP 工法と DL工法の施工直後タイヤ/路面騒音 

APレベルの有意差（Melchの t検定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

値は 90.8 dB である。 

③ 同様に、DL工法47サンプルの施工直後タイヤ/

路面騒音 APレベルは、平均値 87.9 dB（標本標準偏

差 1.3 dB）である。また、最小値は 84.8 dB 、最大

値は 90.2 dB である。 

④ なお、②と③より、MAP工法と DL工法の施工直

後タイヤ/路面騒音 APレベル平均値には、表－7に示

すとおり、生起確率 0.407（片側）、0.814（両側）で、

有意な差（Melch の t検定）は認められない。すなわ

ち、両者により施工された二層低騒音の騒音抑制効果

には、差は認められない。 

(2) タイヤ/路面騒音の経年推移 

1) 二層低騒音および一層低騒音のタイヤ/路面騒 

音APレベルの経年推移 

 二層低騒音および一層低騒音の騒音抑制性能の指標

としたタイヤ/路面騒音 AP レベルに対する供用性曲線

を、図－9に示す 12)。 

① 一層低騒音のタイヤ/路面騒音の供用性曲線 

 y1 ＝－0.0003・x2 ＋ 0.097・x ＋ 88.9  (式－1) 

   x：供用時間（月） 

② 二層低騒音のタイヤ/路面騒音の供用性曲線 

 y2 ＝－0.0002・x2 ＋ 0.078・x ＋ 87.8  (式－2) 

   x：供用時間（月） 

図－1　二層式低騒音舗装タイヤ/路面騒音のhistogram（2005-2015年度施工）
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③ 100か月（8年程度）供用した時点でも、二層低騒

音が、供用開始直後の二層低騒音と一層低騒音とのタ

イヤ/路面騒音の差1～2 dBを維持し、下回っている。 

④ 二層低騒音および一層低騒音のタイヤ/路面騒音

の供用性変化の割合（経時変化の割合）は、同程度で

ある。 

2) 二層低騒音と密粒度アスファルト舗装のタイヤ 

/路面騒音の比較 

図－9に示した二層低騒音のタイヤ/路面騒音から、

標準的なアスファルト舗装である密粒度アスファルト

舗装（以下、密粒度という）の「①供用時間ゼロか月

（施工直後）のタイヤ/路面騒音平均値を差し引いた供

用性曲線」および「②供用中のタイヤ/路面騒音平均値

を差し引いた供用性曲線」を図－10に示す。言い換え

れば、図－10は、密粒度をベースとした二層低騒音の

2種類の残存タイヤ/路面騒音抑制効果を示すものであ

る。 

密粒度の供用時間ゼロか月（施工直後）のタイヤ/

路面騒音APレベルは、これまでの調査結果から得られ

た密粒度の供用時間ゼロか月（施工直後）のタイヤ/

路面騒音平均値95.5dB13)から、95dBとした。 

同様に、供用中の密粒度タイヤ/路面騒音APレベル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平均値は、これまでのタイヤ/路面騒音の調査結果から

得られた図－11に示す供用中のタイヤ/路面騒音APレ

ベル平均値100.7dB13)から、100dBとした。 

① 「二層低騒音タイヤ/路面騒音 AP レベル－100dB」

に対する供用性曲線では、二層低騒音の残存タイヤ/

路面騒音抑制効果は、約100か月（8.3年）で、－6.4dB

である。すなわち、二層低騒音は、密粒度供用中タイ

ヤ/路面騒音平均値と比較して、供用時間約 8 年で約

6dB小さい。 

② 「二層低騒音タイヤ路面騒音APレベル－95dB」に

対する供用性曲線では、二層低騒音の残存タイヤ/路面

騒音抑制効果は、約100か月（8.3年）で、－1.4dBで

ある。すなわち、二層低騒音は、密粒度施工直後タイ

ヤ/路面騒音と比較して、供用時間約8年で約1dB小さ

い。 

③ 「二層低騒音タイヤ/路面騒音 AP レベル－95dB」

に対する供用性曲線では、外挿すると、二層低騒音の

タイヤ/路面騒音が密粒度の施工直後タイヤ/路面騒音

と同程度になるのは、150 か月（12.5 年）であり、こ

の時点で、二層低騒音の残存タイヤ/路面騒音抑制効果

がゼロとなることを示している。 
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 [図の説明] 

a) 図－9は、横軸が供用時間（月）、縦軸がタイヤ/路面騒音APレベル（dB）。 

b) 図－9において、一層低騒音は ○、二層低騒音は ●。 

図－9 二層低騒音と一層低騒音のタイヤ/路面騒音APレベルの供用性曲線 
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 [図の説明] 

a) 図－8の横軸は施工直後タイヤ/路面騒音 APレベル

（dB）、左側縦軸は頻度、右側縦軸は累計相対頻度。 

b) 図－8において、上段は抽出全施工箇所（＝MAP工法

＋DL工法：134サンプル）、中段は MAP工法（87サンプ

ル）、下段は DL工法（47サンプル）のヒストグラム。 

図－8 MAP 工法と DL工法 施工直後タイヤ/路面騒音 

APレベルのヒストグラム 

 

MAP工法およびDL工法に対する施工直後タイヤ/路

面騒音 APレベルの施工完了時期別推移を図－7に、

施工直後タイヤ/路面騒音 APレベルのヒストグラム

を図－8に示す。表－7は、MAP工法とDL工法の施工

直後タイヤ/路面騒音 APレベルの有意差の検定

（Melch の t検定）の結果である。 

① 図－7、8、表－3より、本格施工開始2005年度か

ら2015年度までの二層低騒音134サンプルによる施工

直後タイヤ/路面騒音 APレベルは、平均値 87.9 dB（標

本標準偏差 1.1 dB）である。また、最小値は 84.8 dB 、

最大値は 90.8 dB である。 

② 同様に、MAP工法87サンプルの施工直後タイヤ/

路面騒音 APレベルは、平均値 88.0 dB（標本標準偏

差 1.0 dB）である。また、最小値は 85.4 dB 、最大 

表－7 MAP 工法と DL工法の施工直後タイヤ/路面騒音 

APレベルの有意差（Melchの t検定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

値は 90.8 dB である。 

③ 同様に、DL工法47サンプルの施工直後タイヤ/

路面騒音 APレベルは、平均値 87.9 dB（標本標準偏

差 1.3 dB）である。また、最小値は 84.8 dB 、最大

値は 90.2 dB である。 

④ なお、②と③より、MAP工法と DL工法の施工直

後タイヤ/路面騒音 APレベル平均値には、表－7に示

すとおり、生起確率 0.407（片側）、0.814（両側）で、

有意な差（Melch の t検定）は認められない。すなわ

ち、両者により施工された二層低騒音の騒音抑制効果

には、差は認められない。 

(2) タイヤ/路面騒音の経年推移 

1) 二層低騒音および一層低騒音のタイヤ/路面騒 

音APレベルの経年推移 

 二層低騒音および一層低騒音の騒音抑制性能の指標

としたタイヤ/路面騒音 AP レベルに対する供用性曲線

を、図－9に示す 12)。 

① 一層低騒音のタイヤ/路面騒音の供用性曲線 

 y1 ＝－0.0003・x2 ＋ 0.097・x ＋ 88.9  (式－1) 

   x：供用時間（月） 

② 二層低騒音のタイヤ/路面騒音の供用性曲線 

 y2 ＝－0.0002・x2 ＋ 0.078・x ＋ 87.8  (式－2) 

   x：供用時間（月） 

図－1　二層式低騒音舗装タイヤ/路面騒音のhistogram（2005-2015年度施工）
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③ 100か月（8年程度）供用した時点でも、二層低騒

音が、供用開始直後の二層低騒音と一層低騒音とのタ

イヤ/路面騒音の差1～2 dBを維持し、下回っている。 

④ 二層低騒音および一層低騒音のタイヤ/路面騒音

の供用性変化の割合（経時変化の割合）は、同程度で

ある。 

2) 二層低騒音と密粒度アスファルト舗装のタイヤ 

/路面騒音の比較 

図－9に示した二層低騒音のタイヤ/路面騒音から、

標準的なアスファルト舗装である密粒度アスファルト

舗装（以下、密粒度という）の「①供用時間ゼロか月

（施工直後）のタイヤ/路面騒音平均値を差し引いた供

用性曲線」および「②供用中のタイヤ/路面騒音平均値

を差し引いた供用性曲線」を図－10に示す。言い換え

れば、図－10は、密粒度をベースとした二層低騒音の

2種類の残存タイヤ/路面騒音抑制効果を示すものであ

る。 

密粒度の供用時間ゼロか月（施工直後）のタイヤ/

路面騒音APレベルは、これまでの調査結果から得られ

た密粒度の供用時間ゼロか月（施工直後）のタイヤ/

路面騒音平均値95.5dB13)から、95dBとした。 

同様に、供用中の密粒度タイヤ/路面騒音APレベル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平均値は、これまでのタイヤ/路面騒音の調査結果から

得られた図－11に示す供用中のタイヤ/路面騒音APレ

ベル平均値100.7dB13)から、100dBとした。 

① 「二層低騒音タイヤ/路面騒音 AP レベル－100dB」

に対する供用性曲線では、二層低騒音の残存タイヤ/

路面騒音抑制効果は、約100か月（8.3年）で、－6.4dB

である。すなわち、二層低騒音は、密粒度供用中タイ

ヤ/路面騒音平均値と比較して、供用時間約 8 年で約

6dB小さい。 

② 「二層低騒音タイヤ路面騒音APレベル－95dB」に

対する供用性曲線では、二層低騒音の残存タイヤ/路面

騒音抑制効果は、約100か月（8.3年）で、－1.4dBで

ある。すなわち、二層低騒音は、密粒度施工直後タイ

ヤ/路面騒音と比較して、供用時間約8年で約1dB小さ

い。 

③ 「二層低騒音タイヤ/路面騒音 AP レベル－95dB」

に対する供用性曲線では、外挿すると、二層低騒音の

タイヤ/路面騒音が密粒度の施工直後タイヤ/路面騒音

と同程度になるのは、150 か月（12.5 年）であり、こ

の時点で、二層低騒音の残存タイヤ/路面騒音抑制効果

がゼロとなることを示している。 
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 [図の説明] 

a) 図－9は、横軸が供用時間（月）、縦軸がタイヤ/路面騒音APレベル（dB）。 

b) 図－9において、一層低騒音は ○、二層低騒音は ●。 

図－9 二層低騒音と一層低騒音のタイヤ/路面騒音APレベルの供用性曲線 
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3) 二層低騒音タイヤ/路面騒音の周波数特性の経

年推移 

2005～2015年度まで追跡調査した3箇所の二層低騒

音のタイヤ/路面騒音に対する 1/3 オクターブバンド

分析による周波数特性の経年推移を図－12に示す。調

査箇所は、主要地方道環状七号線（第 318 号）環七通

り（目黒区柿の木坂１、板橋区小茂根３）、主要地方

道王子金町江戸川線（第 307 号）環七通り（足立区栗

原３）の3箇所である。図－12には、比較として、供

用後 1 年に調査した密粒度アスファルト舗装のタイヤ

/路面騒音に対する 1/3 オクターブバンド分析による

周波数特性を示す。 

 また、図－13に、3か所の二層低騒音タイヤ/路面騒

音APレベルの経年推移を示す。 

① 各箇所とも、経年とともに1000Hz以上の周波数帯

で音圧レベルが増加している。 

② 各箇所とも、2005年度すなわち施工直後の1/3オ

クターブバンド周波数特性卓越周波数は800Hz付近で

あるが、経年とともに高い周波数へ移行し、10年経過

後の2015年度には1250Hz付近が卓越周波数となって

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－11 供用中の密粒度におけるタイヤ/路面騒音 

APレベルの経年推移 

 

③ 低騒音舗装用アスファルト混合物を吸音材料とし

て見た場合、その吸音程度は、吸音率試験により測定・

計算される周波数別吸音率で表すことができ、一層低

騒音用アスファルト混合物に対する垂直入射吸音率試

験結果から、次の知見が得られている。供用期間の短

い舗装からの抜取り供試体は、ピーク吸音率を示す周

波数が高い領域にあり、かつ大きい吸音率を示してい

る。逆に、供用期間の長い舗装からの抜取り供試体は、

ピーク吸音率を示す周波数が低い領域にあり、かつ小

さい吸音率を示している 14)。すなわち、経年とともに、 
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 [図の説明] 

a) 図－10は、横軸が供用時間（月）、縦軸がタイヤ/路面騒音APレベル（dB）。 

b) 図－10 において、大きい○ は「タイヤ/路面騒音 APレベル－100 dB」、小さい○ は「タイヤ/路面騒音AP レ

ベル－95 dB」。 

図－10 (二層低騒音タイヤ/路面騒音APレベル)－(100dB,95dB) の供用性曲線 
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卓越周波数は高い周波数へ移行し、APレベルは増大す

る。 

④ 以上より、タイヤ/路面騒音の増大は、低騒音舗装

用アスファルト混合物の供用による空隙詰まりおよ

び空隙潰れによる空隙の減少により引き起こされた 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エアポンピング音の増大によるものであると判断する。 

⑤ なお、図－13に示すように、周波数特性を示し

た3箇所を統合したタイヤ/路面騒音APレベルの供用

時間に対する回帰曲線は、二層低騒音抽出データ全体

の供用性曲線と同等である。 

[図の説明] 

a) 図－12の横軸は、1/3オクターブバンド中心周波数、縦軸はタイヤ/路面騒音の1/3オクターブバンドパスの音

圧レベルである。 

b) 図－12の横軸である周波数帯の左端に示すAPは、各調査年度のタイヤ/路面騒音APレベルである。 

図－12 二層低騒音のタイヤ/路面騒音周波数特性 
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3) 二層低騒音タイヤ/路面騒音の周波数特性の経

年推移 

2005～2015年度まで追跡調査した3箇所の二層低騒

音のタイヤ/路面騒音に対する 1/3 オクターブバンド

分析による周波数特性の経年推移を図－12に示す。調

査箇所は、主要地方道環状七号線（第 318 号）環七通

り（目黒区柿の木坂１、板橋区小茂根３）、主要地方

道王子金町江戸川線（第 307 号）環七通り（足立区栗

原３）の3箇所である。図－12には、比較として、供

用後 1 年に調査した密粒度アスファルト舗装のタイヤ

/路面騒音に対する 1/3 オクターブバンド分析による

周波数特性を示す。 

 また、図－13に、3か所の二層低騒音タイヤ/路面騒

音APレベルの経年推移を示す。 

① 各箇所とも、経年とともに1000Hz以上の周波数帯

で音圧レベルが増加している。 

② 各箇所とも、2005年度すなわち施工直後の1/3オ

クターブバンド周波数特性卓越周波数は800Hz付近で

あるが、経年とともに高い周波数へ移行し、10年経過

後の2015年度には1250Hz付近が卓越周波数となって

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－11 供用中の密粒度におけるタイヤ/路面騒音 

APレベルの経年推移 
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騒音用アスファルト混合物に対する垂直入射吸音率試
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い舗装からの抜取り供試体は、ピーク吸音率を示す周

波数が高い領域にあり、かつ大きい吸音率を示してい

る。逆に、供用期間の長い舗装からの抜取り供試体は、

ピーク吸音率を示す周波数が低い領域にあり、かつ小

さい吸音率を示している 14)。すなわち、経年とともに、 
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 [図の説明] 

a) 図－10は、横軸が供用時間（月）、縦軸がタイヤ/路面騒音APレベル（dB）。 

b) 図－10 において、大きい○ は「タイヤ/路面騒音 APレベル－100 dB」、小さい○ は「タイヤ/路面騒音AP レ

ベル－95 dB」。 

図－10 (二層低騒音タイヤ/路面騒音APレベル)－(100dB,95dB) の供用性曲線 
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卓越周波数は高い周波数へ移行し、APレベルは増大す

る。 

④ 以上より、タイヤ/路面騒音の増大は、低騒音舗装

用アスファルト混合物の供用による空隙詰まりおよ

び空隙潰れによる空隙の減少により引き起こされた 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エアポンピング音の増大によるものであると判断する。 
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た3箇所を統合したタイヤ/路面騒音APレベルの供用

時間に対する回帰曲線は、二層低騒音抽出データ全体

の供用性曲線と同等である。 

[図の説明] 

a) 図－12の横軸は、1/3オクターブバンド中心周波数、縦軸はタイヤ/路面騒音の1/3オクターブバンドパスの音

圧レベルである。 

b) 図－12の横軸である周波数帯の左端に示すAPは、各調査年度のタイヤ/路面騒音APレベルである。 
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 5. まとめ 

(1) 施工直後のタイヤ/路面騒音 

① 2005～2015 年度を通して、施工直後タイヤ/路面

騒音 AP レベルの施工完了時期の違いによる有意な差

は認められず、施工完了時期の違いによる騒音抑制性

能に差はないと評価する。 

② 二層低騒音施工直後タイヤ/路面騒音 AP レベル平

均値と一層低騒音施工直後タイヤ/路面騒音 AP レベル

平均値は、高度に有意な差が認められ、二層低騒音は

一層低騒音より騒音抑制性能を有すると評価する。 

③ 都で採用している二層低騒音工法のMAP工法とDL

工法で施工された二層低騒音の施工直後タイヤ/路面

騒音APレベルは有意な差は認められず、両工法による

二層低騒音の騒音抑制性能は差が認められないと評価

する。 

(2) タイヤ/路面騒音の経年推移 

① 施工後 100 か月（8 年程度）供用する間、二層低

騒音は、一層低騒音より低いレベルで推移している。

施工直後の二層低騒音と一層低騒音とのタイヤ/路面

騒音APレベルの差1～2 dBを維持している。 

② 二層低騒音タイヤ/路面騒音APレベルの供用性曲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

線と密粒度のタイヤ/路面騒音 AP レベルを比較すると、

外挿であるが、150 か月（12.5 年）で、二層低騒音タ

イヤ/路面騒音 AP レベルが密粒度施工直後タイヤ/路

面騒音APレベルと同程度になる。 

③ 経年とともに 1000Hz 以上の周波数帯で音圧レベ

ルが増加している。また、施工直後の 1/3 オクターブ

バンド周波数特性卓越周波数は 800Hz 付近であるが、

経年とともに高い周波数へ移行し、10年経過後、1250

Hz付近が卓越周波数となっている。すなわち、経年と

ともに、卓越周波数は高い周波数へ移行し、APレベル

は増大している。 

 
6. おわりに 

本文は、沿道環境騒音を抑制させることを目的とし

て開発し導入してきた二層低騒音の騒音抑制性能につ

いて調査、整理、検証し、現時点における再評価を行

ったものである。 

第一は、施工直後タイヤ/路面騒音 AP レベルについ

て検証した結果、施工完了時期の違いによる騒音抑制

性能の差異は認められない、二層低騒音の騒音抑制性

能は一層低騒音の性能を上回る、二層低騒音工法の違
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 [図の説明] 

a) 図－13は、横軸が供用時間（月）、縦軸がタイヤ/路面騒音APレベル（dB）。 

b) 図－13において、柿の木坂１は ○、小茂根３は ●、△は栗原３、*は2005-2015年度抽出データ。 

c) 図－13において、実線（y2）は二層低騒音供用性曲線、破線（y3）は3箇所統合回帰曲線。 

図－13 二層低騒音3箇所のタイヤ/路面騒音APレベルの経年推移 
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いによる騒音抑制性能の差異は認められないことが明

らかとなった。 

第二は、タイヤ/路面騒音の経年推移を検証した結果、

二層低騒音タイヤ/路面騒音 AP レベルは一層低騒音と

の施工直後の差がそのまま変わることなく経年推移し

ている、周波数特性は1000Hz以上の高い周波数帯のレ

ベルが経年とともに増大し卓越周波数も高い周波数帯

へ移行していることが明らかとなった。 

 一層低騒音は、1987 年度検証開始、1995 年度本格

施工開始し沿道整備道路に適用、同年度に夜間要請限

度超過区間に適用拡大、2004 年度より夜間環境基準

超過区間に拡大適用している。本格施工の適用実績は

21年、試験施工追跡調査期間を加えれば28年に及ん

でいる。二層低騒音は、1998 年度検証開始、2005 年

度より本格施工開始し優先的対策道路区間に適用し

ている。本格施工の適用実績は 11 年となり、優れた

騒音抑制性能を有する舗装として適用している。 

 道路敷地内での沿道環境騒音抑制の技術として遮

音壁や環境緑地帯などあるが、現在、構築しやすい抑

制技術としては本文で取り上げた騒音抑制性能をも

つ舗装である。しかし、空隙を有する舗装であるがゆ

えに発生しやすいポーラスアスファルト混合物のは

く脱飛散、性能維持のための方法、舗装修繕時に発生

するアスファルト混合物廃材の再生など克服すべき

課題を抱えており、さらなる技術の向上が望まれる。 

また、環境影響評価において適用されている（一社）

日本音響学会の道路交通騒音予測式 ASJ RTN-Model 

201315) には、パワーレベルの舗装路面による補正量と

して、排水性舗装（一層低騒音）は考慮されているが、

二層式排水性舗装（二層低騒音）は蓄積データが十分

でないため参考資料に留まっている。 

以上の認識の下に、今後も引き続き騒音抑制性能を

有する舗装の性能維持向上のため調査検討を実施し

ていく。 

 最後に、二層低騒音の構築にご努力いただいている

東京都建設局各建設事務所補修課、およびこの調査に

関する当センターとの合同検証者として多大なるご

協力をいただいている東京都建設局道路管理部保全

課の各位に対して、深甚なる感謝の意を表する。 
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 5. まとめ 

(1) 施工直後のタイヤ/路面騒音 

① 2005～2015 年度を通して、施工直後タイヤ/路面

騒音 AP レベルの施工完了時期の違いによる有意な差

は認められず、施工完了時期の違いによる騒音抑制性

能に差はないと評価する。 

② 二層低騒音施工直後タイヤ/路面騒音 AP レベル平

均値と一層低騒音施工直後タイヤ/路面騒音 AP レベル

平均値は、高度に有意な差が認められ、二層低騒音は

一層低騒音より騒音抑制性能を有すると評価する。 

③ 都で採用している二層低騒音工法のMAP工法とDL

工法で施工された二層低騒音の施工直後タイヤ/路面

騒音APレベルは有意な差は認められず、両工法による

二層低騒音の騒音抑制性能は差が認められないと評価

する。 

(2) タイヤ/路面騒音の経年推移 

① 施工後 100 か月（8 年程度）供用する間、二層低

騒音は、一層低騒音より低いレベルで推移している。

施工直後の二層低騒音と一層低騒音とのタイヤ/路面

騒音APレベルの差1～2 dBを維持している。 

② 二層低騒音タイヤ/路面騒音APレベルの供用性曲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

線と密粒度のタイヤ/路面騒音 AP レベルを比較すると、

外挿であるが、150 か月（12.5 年）で、二層低騒音タ

イヤ/路面騒音 AP レベルが密粒度施工直後タイヤ/路

面騒音APレベルと同程度になる。 

③ 経年とともに 1000Hz 以上の周波数帯で音圧レベ

ルが増加している。また、施工直後の 1/3 オクターブ

バンド周波数特性卓越周波数は 800Hz 付近であるが、

経年とともに高い周波数へ移行し、10年経過後、1250

Hz付近が卓越周波数となっている。すなわち、経年と

ともに、卓越周波数は高い周波数へ移行し、APレベル

は増大している。 

 
6. おわりに 

本文は、沿道環境騒音を抑制させることを目的とし

て開発し導入してきた二層低騒音の騒音抑制性能につ

いて調査、整理、検証し、現時点における再評価を行

ったものである。 

第一は、施工直後タイヤ/路面騒音 AP レベルについ

て検証した結果、施工完了時期の違いによる騒音抑制

性能の差異は認められない、二層低騒音の騒音抑制性

能は一層低騒音の性能を上回る、二層低騒音工法の違
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 [図の説明] 

a) 図－13は、横軸が供用時間（月）、縦軸がタイヤ/路面騒音APレベル（dB）。 

b) 図－13において、柿の木坂１は ○、小茂根３は ●、△は栗原３、*は2005-2015年度抽出データ。 

c) 図－13において、実線（y2）は二層低騒音供用性曲線、破線（y3）は3箇所統合回帰曲線。 

図－13 二層低騒音3箇所のタイヤ/路面騒音APレベルの経年推移 
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いによる騒音抑制性能の差異は認められないことが明

らかとなった。 

第二は、タイヤ/路面騒音の経年推移を検証した結果、

二層低騒音タイヤ/路面騒音 AP レベルは一層低騒音と

の施工直後の差がそのまま変わることなく経年推移し

ている、周波数特性は1000Hz以上の高い周波数帯のレ

ベルが経年とともに増大し卓越周波数も高い周波数帯

へ移行していることが明らかとなった。 

 一層低騒音は、1987 年度検証開始、1995 年度本格

施工開始し沿道整備道路に適用、同年度に夜間要請限

度超過区間に適用拡大、2004 年度より夜間環境基準

超過区間に拡大適用している。本格施工の適用実績は

21年、試験施工追跡調査期間を加えれば28年に及ん

でいる。二層低騒音は、1998 年度検証開始、2005 年

度より本格施工開始し優先的対策道路区間に適用し

ている。本格施工の適用実績は 11 年となり、優れた

騒音抑制性能を有する舗装として適用している。 

 道路敷地内での沿道環境騒音抑制の技術として遮

音壁や環境緑地帯などあるが、現在、構築しやすい抑

制技術としては本文で取り上げた騒音抑制性能をも

つ舗装である。しかし、空隙を有する舗装であるがゆ

えに発生しやすいポーラスアスファルト混合物のは

く脱飛散、性能維持のための方法、舗装修繕時に発生

するアスファルト混合物廃材の再生など克服すべき

課題を抱えており、さらなる技術の向上が望まれる。 

また、環境影響評価において適用されている（一社）

日本音響学会の道路交通騒音予測式 ASJ RTN-Model 

201315) には、パワーレベルの舗装路面による補正量と

して、排水性舗装（一層低騒音）は考慮されているが、

二層式排水性舗装（二層低騒音）は蓄積データが十分

でないため参考資料に留まっている。 

以上の認識の下に、今後も引き続き騒音抑制性能を

有する舗装の性能維持向上のため調査検討を実施し

ていく。 

 最後に、二層低騒音の構築にご努力いただいている

東京都建設局各建設事務所補修課、およびこの調査に

関する当センターとの合同検証者として多大なるご

協力をいただいている東京都建設局道路管理部保全

課の各位に対して、深甚なる感謝の意を表する。 
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6. 小笠原支庁における 100％再生アスファルト混合物の検討 

 
Consideration of Asphalt Paving Mixture Using 100% Recycled Material in Ogasawara Island Branch Office 

 

                                 技術支援課 峰岸順一、西岡佑介、藤田政彦（小笠原支庁土木課長） 

 

 

1. まえがき 

小笠原支庁の舗装は、表基層とも密粒度アスファル

ト混合物(13)、路盤材で構成され、通常基層に用いら

れる粗粒度アスファルト混合物(20)は用いられていな

い。表基層は、同一の混合物として単価を抑えており、

父島の１箇所のプラントで供給されている。 

補修時の既設舗装の取壊しは、切削機を用いず、舗

装を剥ぎ取り圧砕機で塊状にして、中間処理センター

（アスファルトコンクリート塊、コンクリート塊の再

生プラント）に持ち込み、さらに破砕して再生アスフ

ァルト混合物の材料（アスファルトコンクリート再生

骨材）としている。なお、アスファルトコンクリート

再生骨材（以下再生骨材と記述する）には、コンクリ

ート塊の混入は、行っていない。また、貯蔵に関して

は、本来屋根付きストックヤードが好ましいが、屋根

のないストックヤードに貯蔵しているのでシートで覆

っている。これは、降雨により再生骨材中の含水比が

増加すると、加熱混合時に製造量の低下や燃料消費量

の増加などの問題が生じ無いようにするためである。 

アスファルトコンクリート塊を再利用のために破砕

すると骨材の粒度分布が図－1 に示すように細粒化す

ることから、再生加熱アスファルト混合物への再生骨

材配合率は、平成 27 年度現在 50％となっている。残

ったアスファルト発生材は、環境への影響を懸念して

路盤材に利用せず、島外へ搬出している状況である。

アスファルト発生材の島外搬出費は、平成 26 年度約

2,500万円になっている。 

このような状況で、再生アスファルト混合物の再生

利用率を高め、島外搬出費用の削減を図る必要がある

ことから、①現状での最大再生利用率の確認②再生骨

材の配合率 100％の再生アスファルト混合物の導入の

2点について検討した結果を報告する。 

 

2. 最大再生利用率の検討 

(1) 検討内容 

小笠原支庁で発生するアスファルトコンクリート再

生骨材を用いて再生密粒度アスファルト混合物(13)の

最大再生利用率の確認を行った。 

 

 

 

図－1 破砕骨材の粒度分布 

 




